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 決算期変更及び定款一部変更に関するお知らせ 
 

 
当社は、平成24年10月15日開催の取締役会において、平成24年11月28日開催予定の第13

回定時株主総会において「定款一部変更の件」が承認されることを条件として、下記のと

おり決算期変更及び定款一部変更を決議いたしましたので、お知らせいたします。 

 

記 

 

１．決算期変更の理由 

当社事業年度は、毎年９月１日から翌年８月 31 日までの１年としておりますが、今

後のＩＦＲＳ（国際財務報告基準）の適用に備えて、当社の事業年度を毎年１月１日か

ら 12 月 31 日までに変更するものであります。 

 

２．決算期変更の内容 

現 行 ： 毎年８月 31 日 

変更案 ： 毎年 12 月 31 日 

（注）決算期変更に伴い、第 14 期事業年度は、平成 24 年９月１日から平成 25 年 12 月 31 日まで

の 16 か月間の変則決算となる予定です。 

 

3．定款一部変更の理由 

(1) 今後の当社の事業内容の多角化、新事業への進出等に対応するため、事業の目的を

追加するものであります。 

(2) 取締役の経営責任をより明確にするとともに、経営環境の変化に対応した最適な経

営体制を機動的に構築し、さらにその経営体制の是非について、毎年株主の皆様の

ご判断を仰ぐことが可能となるよう、取締役の任期を１年以内に変更するものであ

ります。 

(3) 決算期変更に伴い、現行定款第 13 条、第 42 条乃至第 44 条に所定の変更を行うも

のであります。また、事業年度の変更に伴う経過措置として、附則を新設するもの

であります。 

(4) 資本政策及び配当政策を機動的に遂行することが可能となるよう定款第 43 条を新

設し、併せて同条の一部と実質的な内容が重複する現行定款第９条を削除するもの



であります。 

 

４．定款変更の内容 

  変更内容は別紙のとおりであります。 

 

５．日程 

  定款変更のための株主総会開催日  平成 24 年 11 月 28 日（水曜日） 

定款変更のための効力発生日    同上 

以上 



（別紙） 

「定款変更の内容」 

（下線は変更部分を示します。） 

現行定款 変更案 

第１条 （条文省略） 

 

（目的） 

第２条 当会社は，次の事業を営むことを目的と

する。 

１．コンピュータ，通信機器及びその周辺

機器の研究，開発，製造，販売並びに

輸出入 

２．コンピュータソフトウエアの研究，開

発，制作，販売並びに輸出入 

３．コンピュータソフトウエア，コンピュ

ータ，通信機器及びその周辺機器に関

する調査並びにコンサルティング 

４．書籍・雑誌その他印刷物及び電子出版

物の企画，制作並びに販売 

５．情報処理・情報提供サービス 

６．コンピュータに関連する人材育成のた

めの教育事業，セミナー・研究会等の

運営業務 

７．インターネット等のオンラインを利用

した市場調査，宣伝，広告等の受託 

８．各種イベントの企画，運営，管理 

９．広告代理業 

10．インターネット等を通しての通信販売

業務 

11．インターネットを利用した決済処理に

関する業務の受託及びその代行 

12．インターネットでの商品売買代金の決

済業務及びその代行 

13．インターネット，情報ネットワークで

取引及び決済，認証するサービスの提

供 

14．旅行業及び旅行業者代理業 

（新設） 

 

 

 

 

（新設） 

 

（新設） 

 

 

（新設） 

 

 

（新設） 

 

 

 

15．古物品の輸出入，売買，販売代理，仲

介 

（新設） 

 

16．有料職業紹介事業 

第１条 （現行どおり） 

 

（目的） 

第２条 当会社は，次の事業を営むことを目的と

する。 

１．から14．（現行どおり） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

15.キャラクター商品，ゲーム機器，玩具

及び遊戯用具等の物品，ゲーム用コン

ピュータソフトウェアの企画，開発，

製造，制作，販売，賃貸，保守，管理，

運営並びにこれらの仲介  

16.前号に掲げる物品・コンピュータソフ

トウェアの輸出入及び輸出入代行業  

17.ビデオソフト，CD及びDVD等の映像及び

音楽に関する製品の企画，製作，販売，

輸出，輸入及び賃貸 

18.映画，演劇，演芸及び音楽等の催物の

企画，制作，興行及び販売並びに劇場

の運営 

19.無体財産権（著作権，著作隣接権，特

許権，実用新案権，意匠権，商標権等）

の取得，使用許諾， 売買，譲渡，管理

並びにこれらの仲介及び代理業  

20．（現行どおり） 

 

21.物品の輸出入，売買，販売代理，仲介

及び卸売業 

22．（現行どおり） 



17．労働者派遣事業 

18．前各号に附帯関連する一切の業務 

 

第３条～第８条 （条文省略） 

 

（単元未満株式に関する権利） 

第８条の２ （条文省略） 

 

（自己の株式の取得） 

第９条  当会社は，会社法第１６５条第２項の

規定により，取締役会の決議によって

市場取引等により自己の株式を取得す

ることができる。 

 

第10条～第12条 （条文省略） 

 

（定時株主総会の基準日） 

第 13 条 当会社の定時株主総会の議決権の基準

日は，毎年８月３１日とする。 

 

第14条～第20条 （条文省略） 

 

（任期） 

第 21 条 取締役の任期は，選任後２年以内に終了

する事業年度のうち最終のものに関す

る定時株主総会終結の時までとする。 

２ 補欠又は増員で選任された取締役の任

期は，他の在任取締役の任期の満了する

時までとする。 

 

第22条～第41条 （条文省略） 

 

（事業年度） 

第 42 条 当会社の事業年度は，毎年９月１日から

翌年８月 31 日までの１年とする。 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

（剰余金の配当の基準日） 

第 43 条 当会社の期末配当の基準日は，毎年８月

３１日とする。 

（新設） 

 

２ 前項のほか，基準日を定めて剰余金の

配当をすることができる。 

 

（中間配当） 

第 44 条 当会社は，取締役会の決議によって，毎

年２月末日を基準日として中間配当を

することができる。 

 

第45条 （条文省略） 

 

（新設） 

23．（現行どおり） 

24．（現行どおり） 

 

第３条～第８条 （現行どおり） 

 

 

第９条 （現行どおり） 

 

（削除） 

 

 

 

 

 

第 10 条～第 12 条 （現行どおり） 

 

（定時株主総会の基準日） 

第 13 条 当会社の定時株主総会の議決権の基準

日は，毎年 12 月 31 日とする。 

 

第14条～第20条 （現行どおり） 

 

（任期） 

第 21 条 取締役の任期は，選任後１年以内に終了

する事業年度のうち最終のものに関す

る定時株主総会終結の時までとする。 

２ 補欠又は増員で選任された取締役の任

期は，他の在任取締役の任期の満了する

時までとする。 

 

第22条～第41条 （現行どおり） 

 

（事業年度） 

第 42 条 当会社の事業年度は，毎年１月１日から

同年 12 月 31 日までの１年とする。 

 

（剰余金の配当等の決定機関） 

第43条 当会社は剰余金の配当等会社法459条第

１項各号に定める事項については，法令に

別段の定めのある場合を除き，株主総会の

決議によらず，取締役会の決議により定め

る。 

 

（剰余金の配当の基準日） 

第 44 条 当会社の期末配当の基準日は，毎年 12

月 31 日とする。 

２ 当会社の中間配当の基準日は，毎年６

月 30 日とする。 

３ 前２項のほか，基準日を定めて剰余金

の配当をすることができる。 

 

（削除） 

 

 

 

 

第 45 条 （現行どおり） 

 

附則 

第１条 第13条（定時株主総会の基準日）及び第

43条（剰余金の配当の基準日）の規定の



変更は，平成25年１月１日からその効力

を生じる。なお，本条は，その効力発生

をもって，これを削除する。 

第２条 第21条（任期）の規定の変更及び第43条

（剰余金の配当等の決定機関）の新設は，

平成24年11月28日開催の第13回定時株主

総会終結の時からその効力を生じる。な

お，本条は，その効力発生をもって，こ

れを削除する。 

第３条 第21条（任期）の規定にかかわらず，平

成24年11月28日開催の第13回定時株主総

会で選任された取締役の任期は，平成25

年12月31日に終了する第14期事業年度に

関する定時株主総会終結の時までとす

る。なお，本条は，第14期事業年度に関

する定時株主総会終結の時をもって，こ

れを削除する。 

第４条 平成24年11月28日開催の第13回定時株主

総会で再任された会計監査人の任期は，

平成25年12月31日に終了する第14期事業

年度に関する定時株主総会終結の時まで

とする。なお，本条は，第14期事業年度

に関する定時株主総会終結の時をもっ

て，これを削除する。 

第５条 第42条（事業年度）の規定にかかわらず，

第14期事業年度は，平成24年９月１日か

ら平成25年12月31日までの16か月間とす

る。なお，本条は，第14期事業年度終了

をもって，これを削除する。 

以上 


